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台風で休んでも給与は発生する ？

災害時の労務管理 

 

 

◆突然の災害！ その時社員は… 

 日本は、災害列島と表現されることもある  

ほど、自然災害の多い国です。 

 日本各地で発生する地震や台風、豪雨、津

波、噴火などの厳しい自然災害は、私たちに

突如として襲いかかり、日常生活を大きく変え

てしまいます。 

 災害に備え、いざという時に慌てないために

も、日頃から避難経路の確認や防災用品の

備蓄を心掛けたいですね。 

 ところで、もし職場にいる時や出勤前に災害

が起こったら、労務管理上はどのような対応に

なるのでしょう。 

 交通網が麻痺していない限りは出勤するべ

きなのでしょうか。また、危険を回避するため

に自己判断で休んだ場合、給与の取扱いは

どのようになるでしょう。 

 

◆労働者都合か、使用者都合か 

 まず、労働基準法第 26 条に、「使用者の責

に帰すべき事由による休業の場合においては、

使用者は休業期間中該当労働者に、その  

平均賃金の 100 分の 60 以上の手当を支払

わなければならない」とあります。 

 しかし、天災は「使用者の責に帰すべき事

由」には当たりません。例えば、台風により公

共交通機関が停止して、職場に通勤不可能

であった場合も、通勤は可能であったが労働

者側が危険回避等のため自己判断で休んだ

場合も、使用者都合とは言えず、ノーワーク・

ノーペイの原則に則り、従業員が勤務しな  

かった部分については、給与を支払う必要はありませ

ん。 

 ただし、労働者判断ではなく、労働者への配慮とし

て会社側の判断で自宅待機、早退等とした場合は、

前述の「使用者の責めに帰すべき事由」となるので、

休業手当を支払う必要があります。 

 

◆特別休暇の整備など柔軟な対応を 

 天災は誰の責任でもありません。法律上は休業補

償が必要ではない状況ではあっても、会社側は、可

能であれば有給休暇や特別休暇として積極的に休

暇取得を促した上で通常勤務分の賃金を支払う等、

なるべく社員の気持ちに寄り添った対応をしたいもの

です。 

 地震や大雨による事業所の被災でやむなく休業し、

その際に休業に関する手当を支払った場合は、雇用

調整助成金の対象となる場合がありますので併せて

確認してみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


